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（170）
　松本判事は、上記の提言のなかで、裁判員制度の下では連日的開廷が原則と




























































（ 9）　安藤・前掲注（ 8 ）12頁。























































































































　 　なお、作成にあたっては、安藤・前掲注（ 8 ）12頁にある勾留請求却下率の一覧
表を参考にした。





















と（刑訴法204条 1 項、205条 1 項）、②勾留の裁判は、裁判所ではなく裁判官が行うこと（207条）、
③勾留期間が原則10日と被告人勾留の場合と比べて短期であること（208条 1 項）、④保釈が認め






































2009年）65頁、河上和雄ほか編『大コンメンタール刑事訴訟法第 2 巻〔第 2 版〕』（青林書院、
2010年）36頁〔川上拓一〕、安藤・前掲注（ 8 ）16頁など参照。
（17）　なお、東京地決昭和45年 8 月 1 日判例タイムズ252号238頁は、勾留の取消しの可否が争われた
事案において、以上のような勾留の必要性判断の方法を示している。
（18）　野間・前掲注（14）148頁、新関ほか・前掲注（12）105頁〔佐々木〕。































































下〔保坂和人〕（http://www.moj.go.jp/content/000125800.pdf, 2016年 6 月30日最終閲覧）。












































































日刑集 4 巻 3 号457頁。






























































































































































































































































































































































































































































以下の罰金――事案であること（京都府迷惑防止条例 3 条 1 項、10条 1 項）、および被疑者には
定職があることからすると、被疑者において逃亡の意思があるとはいえず、したがって逃亡のお
それを否定した原々審および原審の判断は妥当であろう。












































































































































































































議議事録」37頁以下〔井上正仁〕（http://www.moj.go.jp/content/000105414.pdf, 2016年 6 月30日最
終閲覧）。
保釈を広く認める方針をとっていると指摘されているが（85）（86）、本稿でみた被疑
者勾留の必要性に関する両最高裁決定は、被疑者の身柄拘束に対しても慎重な
姿勢を示しているといえる（87）。
　したがって、両決定により、被疑者の身柄拘束の運用が裁判員裁判施行後の
刑事裁判の在り方に沿うものとなると思われ、このことから、被疑者・被告人
の身柄拘束の運用改善がさらに推し進められることになろう。
　なお、身柄拘束を回避する必要性が、起訴後と同様に、起訴前の段階にもあ
てはまるのであれば、起訴前にも保釈制度を導入することを検討する必要があ
るように思われるが（88）、起訴前保釈制度の導入については、現行の制度との関
係で検討すべき点がいくつかあることがすでに指摘されている（89）。それらの検
討については今後の研究課題としたい。
 ―まつだ　まさてる・法学部講師―
212 被疑者勾留の必要性についての一考察〔松田　正照〕
（139）
